
諸外国における国境離島に係る取組事例

メキシコ
・１２年、「メキシコの島嶼領土の保全と持続可能な開発のための国

家戦略」を作成し、島嶼領土の主張、環境保全、持続可能な開発
を柱とする管理体制の整備に着手。

・そこでは、ＥＥＺ等の基点となる絶海孤島を優先島嶼と位置付け、
生態系の保護、インフラ整備、環境調査等の施策の展開を構想。

アメリカ
・００年、北西ハワイ諸島（軍人、調査員が駐留する島はあるが定

住者はいない）において、 EEZの基点となる10島の周囲に面積
約３６万km2のＭＰＡ 「サンゴ礁生態系リザーブ」を設定。

・０６年、同諸島及び周辺海域を北西ハワイ諸島海洋国立モニュ
メントに指定。漁業の禁止、採掘を含むアクセス規制等を実施。

・０８年、国際海事機関（ＩＭＯ）が特別敏感海域（ＰＳＳＡ）に認定。
また、１０年には全域が世界遺産に登録。

・０９年、「マリアナ海溝」、「太平洋離島」及び「ローズ環礁」の３つ
の海洋国立モニュメントを新たに指定。

キリバス
・０６年に８つの環礁（多くの島は海抜２ｍ以下の無人島で有人島は１島の

み）、２つの水面下のサンゴ礁等から成るMPA「フェニックス諸島保護地
域」を設定。０８年には範囲を拡大し、面積が倍増（約41万km2）。
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中国
・０３年に無人島の管理の強化及び生態環境の保護、国家の海洋権益及び

国防面の安全の維持を目的として、「無人海洋島保護及び利用管理規定」を
公布・施行。

・同規定において、無人島が国の所有に属すること、国が名称管理を実施す
ること、無人島の機能を分類した上で管理計画を策定すること、利用を規制
すること（特に、領海基点となる無人島は厳格に規制）ことなどを規定。

・１０年に上記管理規定の上位法として「海島保護法」を施行。同法においては、
有人島も対象としており、有人島については、開発・建設する際に、環境影
響評価の実施、
計画の策定等を義務付け、無人島については、利用許可がなければ、採石
等の採取、建設、観光等の活動は禁止。

韓国
・１０年に無人島とその周辺海域を体系的に管理することを目的として、「無

人島嶼保全管理法」を施行。
・同法において、無人島嶼について、国が総合管理計画を策定すること、実

態調査を１０年毎に実施することなどが定められた他、無人島嶼を４類型
に分類した上で、類型毎に各種行為規制措置を規定。

・なお、領海基点となる無人島嶼については、国が特別管理計画を策定する
ことができるとされている他、国に対して定期的な報告及び管理体系の作
成や形状破壊防止措置の実施を義務付け。

資料５
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オーストラリア
・本土から南西に4,000km離れた無人島であるハード島（368km2）及びマクドナルド島（1km2）について、

５３年に「ハード島及びマクドナルド島法」を制定し、野生動物の保護に着手。
・７９年に２００海里漁業水域を設定し、８２年には440km離れた仏領ケルゲレン諸島との間で漁業水域

の境界画定協定を締結。
・８７年に開発を規制する管理計画が準備され、９６年に「ハード島野生生物保護区管理計画」として発効。
・９７年、両島及び周辺海域を世界自然遺産に登録。
・０２年に両島及び周辺海域を「連邦海洋リザーブ」（MPA）（約６５千km2）に指定。０５年には管理計画

を策定し、商業漁業活動等を禁止。
・北東岸のサンゴ海についても、各種MPAを設定して管理してきたが、１２年には「サンゴ海連邦海洋

リザーブ」を新たに指定。その面積は約99万km2で世界最大のMPA。

フランス
・８２年にフランス南方・南海領土（TAAF）※）（軍人、気象観測員が駐留する島は

あるが定住者はいない）のケルゲレン諸島と440km離れたオーストラリアの
ハード島及びマクドナルド島との間で漁業水域の境界画定協定を締結。

・０６年にTAAFの島嶼部及び周辺海域に「TAAF国立自然保護区」を設定し、動
植物の持ち込み、鉱物資源の調査・開発等が禁止された他、漁業は規制又は
禁止投錨が許可制となるなど各種規制を実施。

（※）ケルゲレン諸島、クローゼ群島、アムステルダム島及びサンポール島、アデリー（南極大陸に所在）、散
在諸島の５地区から構成される海外領土

加々美康彦「海洋基本法制定以後の離島管理関連法制の展開とその意義 –もう一つの「島の制度」を求めて-」、
海洋政策研究財団「平成２０年度 沖ノ鳥島の維持再生に関する調査研究報告書」（平成２１年３月）、
海洋政策研究財団「平成２１年度 各国及び国際社会の海洋政策の動向報告書」（平成２２年３月）資料４、
海洋政策研究財団「平成２２年度 各国及び国際社会の海洋政策の動向報告書（参考資料編）」（平成２３年３月）より作成



中国 韓国 日本

法律名等 海島保護法注１） 無人島嶼の保全及び管理に関する法律注２） 離島の基本方針注３）

低潮線保全法注４）、低潮線保全基本計画注５)

目的
海島及びその周辺海域の生態系の保護
海島の天然資源の合理的な開発、利用
国の海洋権益の保護 （第１条）

無人島嶼とその周辺海域の体系的整理 （第１条）

管轄海域における適切な権利の行使及び義務の履
行等を通じた海洋管理 （離島の基本方針）

排他的経済水域等の保全及び利用の促進
（低潮線保全法）

島の名称
国の地名管理機関及び国務院の海洋主管部門が

定め、公布 （第６条）

新規発見無人島嶼に対する公式名称付与のために、
国土地理情報院及び地方自治体等、関連機関との業務
協力を強化、各級の地名委員会と緊密な協力を通じて
無人島嶼の名称付与を速やかに推進

（無人島嶼総合管理計画）

排他的経済水域の外縁を根拠付ける離島について、
名称を決定し付与。領海の外縁を根拠付ける離島に
ついても、同様に取組みを実施

（離島の基本方針）

島の保全・
管理の計画

国務院が全国海島保護計画、沿海省・自治区が省
域海島保護計画、沿海市・県・鎮が県域海島保護計
画を作成 （第８～１３条）

国土海洋部長官が無人島嶼総合管理計画及びを
策定、施行 （第６条）

領海基点無人島嶼については、同長官が特別管理
計画の策定・施行が可能 （第７条）

海洋基本法及び海洋基本計画に基づき「離島の基
本方針」を策定。また、離島の基本方針を踏まえ、
「低潮線保全法」を施行、同法に基づき「低潮線保全
基本計画」を策定

島の保全、
開発規制

【一般規定】
自然保護区内にある海岸線の改変の禁止、サンゴ

礁の採取、破壊の禁止等 （第１６条）
【有人海島】

開発、建設における環境影響評価の実施
島及び周辺海域における開発禁止区域、開発制限

区域の設定し、植生荒廃等を防ぐ措置を実施
（第２４条）

建設工事計画策定、生態系を破壊した場合の修復
（第２５条）

砂浜における建築物又は施設の建設、海砂の採取
を厳格に規制 （第２６条）

埋立て工事、護岸工事等、海岸線を改変する行為
を厳格に規制 （第２７条）
【無人海島】

利用許可を得てない場合、採石、海砂の採取、林木
の伐採及び生産、建設、観光等の活動を禁止

（第２８条）
生物及び非生物標本の採集を厳格に規制

（第２９条）
全国海島保護計画で定めている利用可能な無人海

島を開発、利用する場合は、省、自治区、直轄市の
人民政府の許可が必要 （第３０条）

【絶対保全無人島嶼】
出入の原則禁止 （第１３条）
建設物又は工作物の新設及び増改築、土地の形

質変更、野生動・植物の搬出入等の原則禁止
（第１２条）

【準保全無人島嶼】
自然環境又は生態系の保護のために緊急措置が

必要な場合、一定期間、出入を制限 （第１４条）
建設物又は工作物の新設及び増改築、土地の形

質変更、野生動・植物の搬出入等の原則禁止
（第１２条）

【利用可能無人島嶼】
海洋レジャー活動、観覧を目的とした探訪行為等、

無人島嶼の形状を破壊しない範囲内の行為は可能
（第１５条）

【開発可能無人島嶼】
開発事業計画の作成、管轄市・道知事の承認（一

定規模以上は国土海洋部長官の承認）が必要
（第１６条）

国土海洋部長官は、無人島嶼を次の区分による管理類
型別に指定し、告示。（第１０～１１条）
1. 絶対保全無人島嶼、2. 準保全無人島嶼
3. 利用可能無人島嶼、4. 開発可能無人島嶼

離島の開発等を行う際には、自然環境への影響を
回避・低減するよう努めるとともに、土砂等の流出、
生活排水の流出等に伴う海域の汚染に対策を実施
（離島の基本方針）

中国及び韓国における離島の保全・管理に係る法律の概要
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中国 韓国 日本

管轄海域の基点と
なる島の保全

国は領海基点にある海島等について特別保護を実
施 （第３６条）

領海基点にある海島は、海島が所在する省、自治
区、直轄市の人民政府が保護範囲を定め、国務院の
海洋主管部門に届け出

領海基点及びその保護範囲の周辺には、はっきり
と目立つ標識を設置

領海基点の保護範囲では、建設工事及び当該区域
の地形を改変する可能性のあるその他の活動の原
則禁止 （第３７条）

国土海洋部長官は、領海基点無人島嶼の保護のた
め、特別管理計画の施行に必要な措置を実施

島嶼の形状が破壊又は破壊される恐れがある場合
に備えて、定期的な報告及び管理体系を作成の他、
予算の範囲内で追加的な破壊を防止するための措
置を実施 （第１９条）

排他的経済水域等の基礎となっている低潮線につ
いて、低潮線保全区域を指定し、土砂の採取等低潮
線の保全に支障を及ぼす行為を規制

（低潮線保全法）

島の所有 無人海島は国に帰属。 （第４条）

国又は地方自治体は、絶対保全無人島嶼と準保全
無人島嶼の保全のために必要であると認められる場
合には、土地等の所有者と協議して、土地等の買収
が可能。 （第２３条）

絶対保全無人島嶼又は準保全無人島嶼の指定に
伴い土地を従前の用途として使用することができず、
その効用が著しく減少した土地の所有者は、国土海
洋部長官にその土地の買収を請求することが可能。
（第２４条）

実態調査の過程を通じて新規に発見された無人島嶼
に対しては、「国有財産法」による手続を経て、国有化
及び地籍公簿への登録を実施。

（無人島嶼総合管理計画）

排他的経済水域等の基礎となる低潮線の周辺の無
主の土地について、国有財産化を実施。

（離島の基本方針、低潮線保全基本計画）

標識の設置
沿海にある県級以上の地方人民政府が設置。

（第６条）
規定無し。

規定無し。
必要に応じて、低潮線保全区域を周知するための

看板を設置。（予算措置）

中国及び韓国における離島の保全・管理に係る法律の概要
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島の調査
国は海島の統計調査制度を整備。国務院の海洋
主管部門は、海島総合統計調査計画を策定、実施
し、海島統計調査公報において公表 （第１４条）

国土海洋部長官は、無人島嶼に対する総合的な
実態調査を10年毎に実施 （第９条）

排他的経済水域等の範囲を決定する基線を構
成する離島及び低潮高地について、その位置、形
状等の基本的情報の把握

排他的経済水域の外縁を根拠付ける離島につい
て、国公有地の状況等土地の保有・登記状況、当
該離島及び周辺海域の利用状況、自然環境の状
況、歴史的経緯等に関する調査を実施。これ以外
の離島については、離島の重要性に応じて順次実
施 （離島の基本方針）

低潮線及びその周辺の現状把握、海図への反
映を図るための必要な調査を実施

（低潮線保全基本計画）

島に関する
情報管理

国は海島管理情報システムを構築し、海島の天
然資源についての調査、評価を行い、海島の保護、
利用等の状況に対する監視、モニタリングを実施。

（第１５条）

国土海洋部長官は、無人島嶼及びその周辺海域
に対する総合情報体系を構築・運営することが可
能。（第４条）

低潮線に係る位置、行政区分、図面、写真、利用
状況等の情報及び低潮線の所在する離島に係る
名称、位置、施設等の情報を管理・共有するため
の低潮線データベースの構築を推進

（低潮線保全基本計画）

中国及び韓国における離島の保全・管理に係る法律の概要

（注１）出典：海洋政策研究財団「各国及び国際社会の海洋政策の動向報告書」（平成２２年３月）資料４
（注２）出典：海洋政策研究財団「各国および国際社会の海洋政策の動向報告書（参考資料編）」（平成２３年３月）
（注３）海洋管理のための離島の保全・管理のあり方に関する基本方針(平成２１年１２月総合海洋政策本部決定)
（注４）排他的経済水域及び大陸棚の保全及び利用の促進のための低潮線の保全及び拠点施設の整備等に関する法律(平成２２年６月施行）
（注５）排他的経済水域及び大陸棚の保全及び利用の促進のための低潮線の保全及び拠点施設の整備等に関する基本計画（平成２２年７月閣議決定（平成２３年５月一部変更））
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